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                               ２０２５年７月１８日 

各  位 

                    会社名     日本電気株式会社 

                     代表者名   取締役 代表執行役社長兼 CEO 森田 隆之 

 （コード番号６７０１ 東証プライム） 

                  問合わせ先 ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ統括部長 高橋 真倫子 

                  電 話 （０３）３７９８－６５１１ 

 

セグメント変更のお知らせ 

 

当社は、本年４月１日付で実施した組織体制の変更に伴い、セグメントを下記の通り変更し、２０２

５年度（２０２６年３月期）第１四半期の決算発表（本年７月２９日を予定）から、この変更後のセグ

メントを用いて業績の発表を行います。 

「報告セグメントの概要」および、「セグメントおよび開示内訳別売上収益／調整後営業損益（※）」

は別紙をご参照ください。 

記 

主な変更内容 

・本年１月３０日に発表した組織体制の変更 

（https://jpn.nec.com/press/202501/20250130_03.html)に伴うセグメントの変更です。 

 

新旧セグメントの対比表 

   

  

https://jpn.nec.com/press/202501/20250130_03.html
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（※）「調整後営業損益」は、営業損益から、買収により認識した無形資産の償却費および M&A関連費

用（ファイナンシャルアドバイザリー費用等）を控除した利益指標です。 

 

以 上
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別紙１ 

 

報告セグメントの概要 

 

※今回の変更にともなう、主要製品・サービスの変更はありません。 

 

セグメント 主要製品・サービス 

ＩＴサービス 

システム・インテグレーション（システム構築、コンサルティング） 

サポート（保守） 

アウトソーシング・クラウドサービス 

システム機器 

ソフトウェア・サービス 

社会インフラ 

ネットワークインフラ（コアネットワーク、携帯電話基地局、光伝送システム） 

通信事業者向けソフトウェア・サービス（ＯＳＳ*1／ＢＳＳ*2） 

海洋システム 

エアロスペース・ナショナルセキュリティ領域におけるシステム機器、システム・

インテグレーション（システム構築、コンサルティング）およびサポート（保守） 

 

*1 OSS: Operation Support System 

*2 BSS: Business Support System 
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別紙２ 

 

セグメントおよび開示内訳別売上収益／調整後営業損益 

（２０２３年度～２０２５年度） 

 

 

（１）セグメントおよび開示内訳別売上収益（外部顧客に対する売上収益） （億円）

年　度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度

（24/3期） （25/3期） （26/3期）

実績 実績 予想

国内 19,663 21,358 20,200

海外(DGDF) 3,015 3,240 3,200

22,678 24,598 23,400

テレコム 4,399 4,118 3,600

ＡＮＳ 3,729 4,203 5,250

8,128 8,321 8,850

3,967 1,315 1,350

34,773 34,234 33,600

（２）セグメントおよび開示内訳別調整後営業損益 （億円）

年　度 ２０２３年度 ２０２４年度 ２０２５年度

（24/3期） （25/3期） （26/3期）

実績 実績 予想

国内 1,667 2,325 2,630

海外(DGDF) 189 193 380

1,857 2,518 3,010

テレコム 20 506 350

ＡＮＳ 308 99 340

329 605 690

239 △ 30 △ 80

△ 189 △ 221 △ 520

2,236 2,872 3,100

※ セグメント別予想値は、２０２５年７月１８日現在

全社合計

ＩＴサービス

社会インフラ

その他

調整額

合計

ＩＴサービス

社会インフラ

その他
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別紙３ 

 

セグメントおよび開示内訳別売上収益／調整後営業損益 

（２０２３年度、四半期別） 

（１）セグメントおよび開示内訳別売上収益（外部顧客に対する売上収益） （億円）

年　度

第１四半期
会計期間

第２四半期
会計期間

第３四半期
会計期間

第４四半期
会計期間

パブリック 1,053 1,490 1,436 2,449

エンタープライズ 1,321 1,375 1,407 1,645

子会社他 1,562 1,800 1,856 2,268

国内 3,936 4,666 4,699 6,362

海外(DGDF) 655 721 782 856

4,591 5,387 5,481 7,219

テレコム 940 1,053 1,012 1,394

ＡＮＳ 666 954 892 1,217

1,607 2,006 1,904 2,611

868 1,030 1,059 1,011

7,065 8,423 8,445 10,840

（２）セグメントおよび開示内訳別調整後営業損益 （億円）

年　度

第１四半期
会計期間

第２四半期
会計期間

第３四半期
会計期間

第４四半期
会計期間

国内 66 336 406 859

海外(DGDF) 10 36 37 106

76 372 443 965

△ 94 △ 14 △ 28 156

14 104 74 116

△ 80 90 47 272

25 56 71 88

△ 17 △ 64 △ 49 △ 60

5 454 512 1,265

２０２３年度（24/3期）

ＩＴサービス

社会インフラ

その他

全社合計

２０２３年度（24/3期）

ＩＴサービス

社会インフラ

テレコム

ＡＮＳ

その他

調整額

全社合計
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別紙４ 

 

セグメントおよび開示内訳別売上収益／調整後営業損益 

（２０２４年度、四半期別） 

（１）セグメントおよび開示内訳別売上収益（外部顧客に対する売上収益） （億円）

年　度

第１四半期
会計期間

第２四半期
会計期間

第３四半期
会計期間

第４四半期
会計期間

パブリック 1,095 1,521 1,584 2,910

エンタープライズ 1,438 1,507 1,454 1,609

子会社他 1,694 1,975 2,041 2,530

国内 4,227 5,003 5,079 7,049

海外(DGDF) 791 780 788 882

5,018 5,782 5,867 7,931

テレコム 846 981 1,011 1,280

ＡＮＳ 731 945 1,134 1,394

1,576 1,926 2,145 2,674

308 255 340 412

6,903 7,964 8,351 11,016

（２）セグメントおよび開示内訳別調整後営業損益 （億円）

年　度

第１四半期
会計期間

第２四半期
会計期間

第３四半期
会計期間

第４四半期
会計期間

国内 75 414 586 1,249

海外(DGDF) 41 32 41 80

116 446 627 1,329

9 54 281 161

6 48 △ 6 50

15 103 276 211

12 △ 11 △ 2 △ 29

△ 17 △ 55 △ 7 △ 142

127 483 892 1,369

２０２４年度（25/3期）

ＩＴサービス

社会インフラ

その他

全社合計

２０２４年度（25/3期）

ＩＴサービス

テレコム

社会インフラ

ＡＮＳ

その他

調整額

全社合計
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＜将来予想に関する注意＞ 

本資料に記載されているＮＥＣグループに関する業績、財政状態その他経営全般に関する予想、見通し、

目標、計画等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の

前提に基づいております。これらの判断および前提は、その性質上、主観的かつ不確実です。また、かか

る将来に関する記述はそのとおりに実現するという保証はなく、実際の業績等は様々な要因により大きく

異なる可能性があります。その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものでは

ありません。 

 

・ 製品・サービスの品質、安全性等に関する問題の発生 

・ サイバーセキュリティ・リスク 

・ 優秀な人材を確保できないリスク 

・ 従業員を含めたバリューチェーン上の人権課題への不適切な対応 

・ 贈収賄行為や不正会計、個人情報保護法等の法令違反など、重要な不祥事の発生 

・ 気候変動、自然災害、環境問題等の影響 

・ 為替・金利変動等の経済情勢の変化 

・ 企業買収・事業提携が奏功しないリスク 

・ 事業展開している国・地域における政治・社会情勢 

・ 技術革新による影響や知的財産権に関するリスク 

・ 自然災害やパンデミックの発生等のハザード・リスク 

・ 競争法、輸出管理法令等の違反等に関するコンプライアンス問題の発生 

 

将来予想に関する記述は、あくまでも本資料の日付における予想です。新たなリスクや不確定要因は随時

生じ得るものであり、その発生や影響を予測することは不可能であります。また、新たな情報、将来の事

象その他にかかわらず、当社がこれら将来予想に関する記述を見直すとは限りません。 

 


